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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　去る11月8日の大統領選挙で事前の予想に反してドナルド・トランプ氏が大統領に選任された。米国をはじめとする新聞、テレビなどメデイアの予想が完全にはずれたことが大きな話題となっている。これにより新聞、テレビ、雑誌などオールド・メデイアがSNS時代の情報化社会で再考を迫られている。今回ほど予想が外れたことは過去に例がないと言われている。米国に追随する日本の大手メデイアの予想も完全に外れた。とくに外務省の予測が外れたことは日本の情報収集、分析力が弱体化していることを痛感させられる。 
　　　安倍政権はヒラリークリントンが間違いなく当選すると信じて先の9月の安倍首相訪米ではヒラリー氏に面談。トランプ氏など泡まつ候補として相手にしていなかった情報力は問題だ。トランプ氏当選であわてて安倍首相がニューヨークで11月17日に面談したが、このような行為は海外からも奇異な目で見られている。当選後10日もたたず新政権の人事、政策もはっきりしないのにトランプ氏に面談し、単なる表敬訪問ならば、正式大統領就任後、閣僚も決まり、トランプ政権の政策もはっきりしてから会うことが常識ではないか。安倍首相があわてふためいてトランプ氏に面談したのは、これまでアベノミクスの看板政策の「TPP」が危殆に瀕しているので、トランプ氏に再考を依頼しに行ったともみられている。

　リマでのAPEC首脳会議時開催されたTPP首脳会議で、安倍首相がTPPは自由貿易を促進するもので、推進すべきだと言明した30分後に、トランプ氏は来年1月20日の大統領就任時に『TPPから脱退を宣言する』と言明し、世界的に面目を失った。これでTPPは完全に動かなくなったにも関わらず、国会ではTPP批准に全力をあげている時代錯誤は問題だ。12カ国の内、現在ニュジーランドのみが国会批准を終えているが、有力メンバーのベトナムは国会審議を延期した。安倍政権のみがなぜ性急に国会批准に動くのか。

そもそも政府はTPPにより日本のGDPは13兆円増加し、雇用も80万人増加するときわめて楽観的な数字をあげて国民を説得しようとしていた。さらに安倍政権はTPPにのめりこみ、批准前にもかかわらず、JETROや商工会議所などを活用し、TPP講座を開催し、

中小企業や農業もTPPで輸出が増大するとバラ色の未来を喧伝していた。米国の反対でTPPの実現が遠のいた今こそ、原点に戻り、米国など先進国の主導でない、RCEP（東アジア地域包括的経済連携―ASEAN＋６＝日中韓、インド、ニュジーランド、豪州）やASEAN＋3（日中韓）、日中韓FTAなどアジアに基盤を置いた自由貿易協定締結に努力することこそ肝要だ。さらに筆者が長年、主張している中央アジア、ユーラシアの上海協力機構（SCO）＝2015年7月にインド、パキスタンの加入が認められ、人口30億人の巨大経済圏＝との連携協力こそ21世紀のアジアの時代に向けて日本が志向すべき戦略である。

　　トランプ政権はTPPの代わりに日米二国間交渉で国益を狙う作戦ゆえ、日本は十分覚悟してかかるべきだ。トランプ氏は敏腕なビジネスマンでもあることをゆめゆめ忘れてはなるまい。
